
 

大阪市くらしの便利帳 協働発行業務仕様書 

 

 

１ 業務名称 
  生活ガイドブック「大阪市くらしの便利帳」（令和９年度発行分）協働発行業務 

 

２ 業務内容 
(1)発行部数   

350,000部 （別紙内訳のとおり） 

 (2)発行年月     

 令和９（2027）年10月 

(3)納品日     

 令和９（2027）年10月25日までに納品。 

(4)納品場所 

大阪市政策企画室広報担当及び大阪市24区役所（出張所等含む）。 

各納品場所への数量は別途指示する。 

(5)規格           

Ａ４判 81ページ以上（表紙4ページ、行政情報77ページ以上） 

※広告スペースは全体の30％以内を基本とする（ただし、オモテ表紙への広告掲載は不可）。 

すべての人に利用しやすいユニバーサルデザインの書体であるUD書体を使用し、行政情報ページ

の文字の大きさは、9.5pt以上を基本とする。 

(6)用紙            

表紙及び本文 

表紙（4ページ）は再生コート紙Ａ判＜86.5＞、米坪157g/平方メートル相当 

   本文ページは再生紙Ａ判＜25.5＞、米坪46.4g/平方メートル相当 

  ※上記は例示であり、同程度の耐久性のある紙であれば使用可 

※「大阪市グリーン調達方針」に則ったものとする。ただし、「大阪市グリーン調達方針」に則っ 

た用紙の確保が困難な場合は、本市担当者と協議の上、決定することとする。 

(7)印刷  

全ページ4色フルカラー印刷を基本とする。 

(8)製本  

無線とじ製本 

 

３ 編集等の条件 
(1)編集 

・市内全24区版の大阪市くらしの便利帳とする。各区版の内容は、各区の特集ページ、全市共通

ページ（区役所の問合せ番号等、一部の内容は区により異なる）等を基本とする。各区の特集

ページについては、8ページを上限とし、各区担当者と調整し、内容を決定すること。 

・企画・編集、印刷・製本等に係る一切の業務は協働発行事業者が行う。各業務の実施にあたっ

ては、本市と十分に協議し、本市の承認を得なければならない。  

・本市は、大阪市くらしの便利帳作成に係る必要な情報を協働発行事業者に提供するものとする。

提供する情報は基本的に手書き原稿により行う。 

・大阪市くらしの便利帳の納品時に、その全ページ分（表紙及び裏表紙、その他ページのものを

含む）のIllustratorデータ（.ai）またはInDesignデータや画像データなどの印刷用データ

一式およびPDFデータを納品すること。Illustratorデータ（.ai）はバージョンCC2020形式



 

にて保存、文字のアウトライン前・アウトライン後データを納品すること。 

・点字版、音声版作成に必要な校了データ（PDFデータ）を令和９（2027）年9月30日までに納

品すること。 

・大阪市くらしの便利帳の内、協働発行事業者の提案による内容で、かつ本市が点字版・音声版

での発行も必要とする部分の読み仮名のデータも、本市に提供すること。 

(2)広告 

   ・協働発行事業者から依頼があった場合は、本市は必要と認める範囲で、大阪市ホームページへ

の広告募集情報の掲載、事業者向けメールマガジンへの広告募集情報の掲載、市内事業者に向

けた広告掲載協力文書の発行を行う。 

   ・掲載できる広告の内容の範囲については、「大阪市広告掲載要綱」、「政策企画室広告掲載要

領」を遵守すること。 

   

４ その他 
・業務進行にあたっては、本市担当者（行政情報については政策企画室広報担当、区の特集ペー

ジについては各区担当）と十分協議して実施するとともに、定期的に進捗状況を報告すること。 

・本市が提供する行政情報等に基づき作成されたコピーライト、写真、デザインなど全ての著作

物の著作権（著作権法第27条及び第28条に規定する権利を含む）は本市に帰属する。 

・本書制作にかかる写真撮影、地図、図版提供などに関しては、権利関係（使用権、肖像権等一

切）について許諾を得ること。 

・本業務に際し、「暴力団等の排除に関する特記仕様書」（別紙）、「公正な職務の執行の確保に関

する特記仕様書」（別紙）、及び「グリーン配送に係る特記仕様書」（別紙）の定めに従うこと。 

・本市が指定した期限までに成果品を納品した後は、本市の検査を受けること。 

・その他、本業務実施期間中に疑義が生じたときは、速やかに本市に連絡し、協議を行うこと。 

 

５ 仕様に関する問い合わせ先 
 大阪市政策企画室市民情報部広報担当 

 所在地 大阪市北区中之島1-3-20 

 電話 06-6208-7251 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【別紙】

区名 発行部数

北　区 30,550

都島区 11,400

福島区 12,400

此花区 6,400

中央区 31,550

西　区 17,400

港　区 13,400

大正区 7,400

天王寺区 12,400

浪速区 16,400

西淀川区 12,400

淀川区 26,500

東淀川区 18,400

東成区 9,400

生野区 10,400

旭　区 12,400

城東区 13,400

鶴見区 8,400

阿倍野区 12,400

住之江区 11,400

住吉区 14,400

東住吉区 15,400

平野区 15,400

西成区 10,400

合計 350,000

大阪市くらしの便利帳（令和９年度発行）　各区版発行部数　　想定数



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

 

１ 暴力団等の排除について     

(1) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、 

  大阪市暴力団排除条例（平成23年大阪市条例第10号。以下「条例」という。）第2条第2 

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第3号に規定する暴力団密接 

関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・ 

原材料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

(2) 受注者は、条例第7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴 

力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入 

契約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる 

者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除さ 

せなければならない。  

(3) 受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら 

れる者から条例第9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、 

速やかに、この契約に係る本市監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担 

当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければ 

ならない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者 

から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告すると 

ともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 受注者及び下請負人等が、正当な理由なく本市に対し前号に規定する報告をしなかった 

と認めるときは、条例第12条に基づく公表及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停 

止措置を行うことがある。 

(5) 受注者は第3号に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う捜査に 

  協力しなければならない。 

(6) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの 

不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行 

日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じること 

とする。 

 

２ 誓約書の提出について 

    受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を提出しな 

ければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこの限りでない。 

 



 

 

公正な職務の執行の確保に関する特記仕様書 

 

 

（条例の遵守） 

第１条 受注者および受注者の役職員は、本契約に係る業務（以下「当該業務」という。）の履行に際

しては、「職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例」（平成18 年大阪市条例第16 号）（以下

「条例」という。）第５条に規定する責務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第２条 受注者は、当該業務について、条例第２条第１項に規定する公益通報を受けたときは、速や

かに、公益通報の内容を発注者（政策企画室秘書部秘書課）へ報告しなければならない。 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、条

例第 12 条第１項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（政策企画室

秘書部秘書課）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行う調

査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務の処

理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条例の

規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

グリーン配送に係る特記仕様書  
 
１ 本契約に基づき物品等を大阪市に納入する際には、車種規制非適合車以外の自動車である、大阪市グ

リーン配送適合車（以下「グリーン配送適合車」という。）を使用しなければならない。 

 
 
 

なお、物品配送業務を他人に委託するときは、受託人の使用する自動車についてグリーン配送適合

車の使用を求めること。 

２ 本契約締結後速やかに、本市が別途定める様式により、物品配送業務に使用する自動車がグリー
ン配送適合車である旨の届出を環境局環境管理部環境規制課あて行うこと。 

ただし、既に本市に届出済みの自動車を使用する場合又は次の各号に定める自動車を使用する場

合はこの限りではない。 
(1) 大阪府グリーン配送実施要綱に基づく大阪府グリーン配送適合車 
(2) 神戸市グリーン配送ガイドラインに基づく神戸市グリーン配送適合車 

３ 本市に届出済みのグリーン配送適合車に、グリーン配送適合ステッカーを貼付すること。 

４ 物品等を納入した際に、本市職員が確認のため「グリーン配送適合車届出済証」等の提示を求め
た場合には、協力すること。 

 

 

 

大阪市グリーン配送に関する問合せ 
 
大阪市環境局環境管理部環境規制課 
 自動車交通環境対策グループ 
電 話：０６－６６１５－７９６５ 

注 「車種規制非適合車」とは「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総

量の削減等に関する特別措置法（自動車NOx・PM法）」に定める窒素酸化物排出基準又は粒子状物質

排出基準に適合しない自動車である。 


